
私
た
ち
国
税
労
組
青
年
協
は
、

「
明
る
く
働
き
が
い
の
あ
る
職

場
」
「
豊
か
な
生
活
」
を
求
め
、

意
欲
と
希
望
が
も
て
る
処
遇
、
研

修
制
度
、
寮
・
宿
舎
、
休
暇
制
度

な
ど
の
様
々
な
問
題
解
決
に
向
け

て
、
積
極
的
な
活
動
を
展
開
し
て

き
ま
し
た
。 

そ
の
結
果
、
少
し
ず
つ
で
は
あ

り
ま
す
が
要
求
は
実
現
さ
れ
て
き

ま
し
た
。 

し
か
し
、
い
ま
だ
に
残
る
２
級

昇
格
の
分
断
発
令
や
寮
・
宿
舎
の

複
数
人
入
居
問
題
、
改
善
が
必
要

な
研
修
環
境
の
設
備
等
、
私
た
ち

青
年
層
職
員
に
関
わ
る
問
題
は
山

積
し
て
い
ま
す
。 

こ
れ
か
ら
の
国
税
の
職
場
の
将

来
を
担
う
私
た
ち
青
年
層
職
員

が
、
こ
の
「
困
難
な
時
代
」
を
乗

り
越
え
る
た
め
、
今
こ
そ
行
動
を

起
こ
し
ま
し
ょ
う
。 

本
紙
の
裏
面
に
令
和
４
年
10
月

28
日
に
行
わ
れ
る
国
税
庁
総
務
課

交
渉
で
の
要
求
事
項
を
掲
載
し
ま

し
た
の
で
ぜ
ひ
ご
確
認
く
だ
さ

い
。 

 

国
税
労
働
組
合
総
連
合
青
年
協
議
会
（
以
下
「
青
年
協
」
と

い
う
）
は
、
10

月
21

日(

金)

か
ら
10

月
28

日(

金)

を
『
全
国
青
年

統
一
行
動
期
間
』
と
位
置
付
け
、
各
単
組
と
協
力
し
国
税
局
長

(

国
税
事
務
所
長)

に
対
し
て
、
「
青
年
層
固
有
の
問
題
に
関
す

る
要
求
書
」
を
手
交
し
ま
す
。 

 

10

月
28

日(

金)

に
は
、
要
求
実
現
に
向
け
て
、
国
税
庁
総
務

課
と
交
渉
を
行
い
、
私
た
ち
青
年
層
組
合
員
約
９
，
０
０
０
名

の
声
を
強
く
訴
え
ま
す
。 
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１ 

青年協コラム（国税庁総務課交渉の重要性） 

 

 青年協は、国税庁総務課交渉を活動の中で最も重要な機会

と位置付けています。 

 これは、国税庁総務課が組合の意見を関係各局に正しく伝

えるための窓口であるからです。 

 青年協の意見や職場の課題を当局へ訴え、当局の正式な回

答を得ています。 

 青年協は、これからも、国税庁総務課と信頼関係を築き

「明るく働きがいのある職場」を目指して活動を行っていき

ますのでご協力をお願いします。 



 

 
１ 処遇について 

 ⑴ 普通科74期生の２級未昇格者について、令和４年10月１日付で直ちに全員２級昇格及び

専門官昇任させること 

 ⑵ 普通科75期生及び専科50期生について、令和５年４月１日までに全員２級昇格及び専門

官昇任させること 

 ⑶ 税務職員採用者及び国税専門官採用者の初任給の格付を改善するよう、関係機関に働き

掛けること 

 ⑷ 青年層職員の昇給水準の維持・向上を図ること 

 

２ 人事評価制度について 

 ⑴ 人事評価制度を適切に運用するため人事評価に関する研修を行い、制度の趣旨を確実に

理解させること 
 ⑵ 人事評価制度の運用に当たっては、適切な事務量を確保すること 
 
３ 身上申告書について 

身上申告書については、記載する本人の意思を尊重し、適切な助言を行うよう管理者への

周知徹底を図ること 

 

４ 研修について 

 ⑴ 本科研修の受講枠の拡大を図ること 

 ⑵ 税務大学校の学寮について、入寮基準を撤廃し、入寮希望者を全員入寮させること 

 ⑶ 指導育成プログラムが効果的なものとなるよう周知を図ること 

 ⑷ 採用時研修を集合形式で開催すること 

 ⑸ ゼミ討議について集合形式で開催すること 

 ⑹ 税務大学校等の各種設備の点検整備を行うこと 

 ⑺ 研修計画等について前広に周知を行うこと 
 

５ 寮・宿舎について 

 ⑴ 寮・宿舎の完全確保を図ること 

 ⑵ 世帯宿舎における複数人入居の解消を図ること 

 ⑶ 既存の寮・宿舎の質的改善を図ること 

 ⑷ 宿舎貸与基準の改善を関係機関に働き掛けること 

⑸ 寮・宿舎の廃止に伴う強制退去にかかる移転料について全額当局負担となるよう関係機

関に働き掛けること 
 
６ 職場環境について 

 ⑴ 職員が安心して働くことができるよう、各種休暇等の整備に向け、関係機関に働き掛け

ること 

 ⑵ ハラスメントの根絶のため、必要な措置を講ずること 

   また、ハラスメントが起きた場合は、厳正に対処するとともに十分なケアを行うこと 

 ⑶ 働きやすい職場環境を醸成し、メンタルヘルスの問題を解消すること 

 

７ その他 
青年層職員が出張する際に生じる旅費の自己負担を解消するよう関係機関に働き掛けること  

２ 


